
53期(2024年10月～2025年9月)　マイナビグループ行動計画振り返り

・ガソリン排出量53期（24年10月～25年9月）の把握 〇

・全社での照明のLED化に向けた状況把握 ◎

・全社オフィスでの消灯自動化に向けた状況把握 ◎

・主要オフィス（東京・大阪・名古屋・福岡）内への植栽設置推進 〇

・クールビズ・ウォームビズの推進 ◎

・カーボンクレジット付き車両の導入検討 ◎

・全社での電力利用量削減 〇

・カーボンクレジット付き什器の導入検討 ◎

・SCOPE1と2の把握(国内グループ会社含む) 〇

・環境方針の策定 ◎

・環境対応型自動販売機の導入 ◎

・TCFD(気候変動情報開示)への着手 〇

・社内サイネージ（複合機）設置 ◎

・押印書類、新規支払先登録電子契約の推進 ◎

・廃棄物の削減・購入品の削減（エコマーク等環境配慮型商品の採用） ◎

・ごみの分別によるリサイクルの促進 ◎

・拠点間での什器の転用　※マイカリ ◎

・クリアファイルの回収・再利用 ◎

・e-learningの受講促進 ◎

・社員を巻き込んだ環境保全活動の実施 ◎

・環境問題に関する啓発活動 ◎

・長期累計目標の設定 △

・キャリア支援満足度の調査 〇

・マイナビグループ、その他指標の検討 △

・安全衛生教育の実施 ◎

・福利厚生サービス（ベネフィット・ワン）の利用促進 ◎

・有給取得の促進 ◎

・休暇、休職制度の改善 △

・テレワーク制度の見直し △

・キャリア自律を促進するワークショップの実施 ◎

・タレントマネジメントによる人材の活用促進 ◎

・人権方針の社内推進に向けた研修の実施 ◎

・・相談・通報ホットラインの設置（着手） 〇

・人権DDの推進 ◎

・マイナビ本体での障がい者採用に関する取り組みの開始 ◎

・研修やイベントによるダイバーシティ理解の促進 ◎

・WEBアクセシビリティ対応の実施 〇

マイナビグループ環境月間に合わせて、2025年6月にマイナビグループ環境方針を制定した。環境方針を上位概
念としたことで、53期は取り組みを加速することができた。

53期の主な取り組みは下記の通り
・マイナビ本体全拠点の電力使用量とガソリン使用量を把握し、CO₂排出量を算出した。また、グループ会社の
　使用量も把握し、マイナビグループ全体の排出量を把握した。
・ CO２排出量削減に向け、照明のLED化と消灯自動化を都内大型3拠点にて100％達成した。
・植栽設置の推進については、都内大型3拠点で100％達成した。その他、CO₂を食べる自販機の設置や
　竹橋オフィスでの空調温度復帰設定を行い、CO₂排出量削減へ取り組んだ。
・社員向け啓発活動として、定期的に環境保全活動に関する発信を行い、社内サイネージ（複合機）を活用して
　クールビズ・ウォームビズ推進、環境配慮商品の購入促進、拠点間で什器を転用できる仕組みの導入など、
　社員が日常的に意識できる施策を実施した。
・押印書類や新規支払先登録の電子契約を促進するため、社内に希望を募り勉強会を実施し、ペーパーレス化を
　促進した。
・ガソリン使用量の観点では、EV車に関する調査・資料作成を行い、車両に関する長期的な取り組みの検討を
　開始した。今後も検討を継続する。
・ごみの分別によるリサイクルを促進、不要クリアファイルを回収して約4万トンをリサイクルするなど、
　循環型社会への取り組みを進めた。

※基準
◎具体的な取組みを進めており、アクションが達成している
〇具体的な取組みを進めているがまだアクションは達成できていない
△アクションプランに手を付けれていない

アクションプランに
対する自己評価

53期実績（2024年10月～2025年9月）
主な取組みとハイライト

・環境月間に合わせて環境e-ラーニングを実施し、グループ会社含む全従業員の受講率95％を目標に設定し、
　結果として95%を達成した。
・啓発活動の一環として、国立環境研究所の高倉潤也氏を招き、環境問題に関する講演を行ったほか、
　サステナブルクッキーを取り入れた研修も実施した。また、千代田区一斉清掃に参加し、社内報告を
　行うことで啓発活動を推進した。

・事業活動を通じてキャリア支援を行った人数を算出した。
　サービスの撤退などもあったが、52期と比べてやや増加している。

2025年度も継続して「健康経営優良法人」に認定された。

53期の主な取り組みは下記の通り
・ストレスチェックについては、52期に続き受講率90％以上を達成。
・安全衛生教育については、定期的にセルフケア・ラインケア・安全衛生に関する啓蒙活動を行った。
　さらに、53期は実施回数を増やすことができており、今後も引き続き回数を拡充していく。
・女性特有の健康関連課題に焦点を当てた福利厚生サービスを導入、利用促進した。

・定期的（1～2ヶ月に1回程度）に、ベネフィット通信を発信し、健康・子育て・レクリエーションなど幅広い
　コンテンツ発信の機会を増やす取り組みを行った。その結果、登録率と利用率を伸ばすことができた。
・社員の有給取得率は、2023年度（2023/4～2024/3）の52.4％から2024年度（2024/4～2025/3）の
 　57.7％へ増加した。（※有給休暇のため会社の53期に合わせてカウント不可）

社員のパフォーマンスをより発揮するため、啓発活動を積極的に行った。

53期の主な取り組みは下記の通り
・MyWILLサポートワークショップ（自己理解）をオンラインで全9回開催し、353名が参加。リアルタイムで
　参加できない社員向けにアーカイブ配信も行った。さらに、個別面談対応なども実施し、キャリア自律の促進を行っ
た。
　その他、学習プラットフォーム上でワークショップのe-Learning版を公開。2024年8月のリリース以降、受講者
は
　83名となった。
・タレントマネジメントによる人材活用については、本人希望の人材配置や異動ができるよう記入率・記入数の
　向上に取り組んだ。タレント情報の解像度も向上し、より詳細に把握できるようになった。

人権方針を軸とした社内の啓発活動に積極的に取り組めている。

53期の主な取り組みは下記の通り
・人権方針の社内浸透施策の一環として、「ビジネスと人権基礎」研修を実施。
　全社員必須とし、後追い対応を行った結果、受講率は98.7％に到達した。
・人権関連の苦情・通報に関するお問い合わせについては、53期は各社調査や窓口設置に向けた課題の洗い出しを
　行うにとどまったが、2025年11月から窓口を設置し、運用を開始した。
・人権デューディリジェンスの取り組みを開始し、グループ会社を含む20部門へヒアリングを行い、
　顕著な人権課題の洗い出しを実施した。

取り組みを継続中

環境e-learning受講率：95%
（52期受講率：93%）

取り組みを継続中

「健康経営優良法人2025（大規模法人部門）」に認定

PJを発足し、ダイバーシティを促進する文化醸成に積極的に取り組みを行った。

53期の主な取り組みは下記の通り
・人事統括本部、社長室、サステナビリティ・トランスフォーメーション推進室、特例子会社である
　株式会社マイナビパートナーズの協業により、DEIB促進プロジェクトを発足した。2025年10月には、
　マイナビ本体で障がい者採用の配置が実現した。
・年間合計4回の啓蒙活動イベントを行い、社員への理解促進を図った。障がいを持つ方と今後働く
　イメージについては、肯定意見が回を重ねるごとに増加しており、理解浸透が進んでいる。また、
　クリフトンストレングスを活用した職場内の多様性ワークショップでは、１年間で1000名を超える
　参加があり、My WILLへの記入にもつながった。
・WEBアクセシビリティ対応については、コーポレートサイトの一部で対応が完了した。
　引き続き、54期も継続して取り組む。

福利厚生サービス
登録率　83.9%
利用率　61.8%

53期キャリア支援をした人数：476万人
（51期からの累計：1473万人）

取り組みを継続中

CO2排出量削減

ワークライフバランスの促進
福利厚生サービス
登録率　80%
利用率　20%

会社と個人がより良いパフォーマンスを
発揮するための働き方を促進

社員がパフォーマンスを発揮できる
環境の整備

◎・ストレスチェックの活用促進

その他
（資源循環型社会への取組み）

自社のCO2排出量
（23年10月～24年9月）を把握

（マイナビ本体のみ）

CO2排出量：1,188,125.91t-CO₂

人権尊重とダイバーシティの推進

全社員を対象とした人権理解を深める方
針および施策の立案・実施

人権方針の社内浸透
人権DDの推進

ダイバーシティの取り組み強化 ダイバーシティの取り組み強化

マテリアリティ コミットメント
53期KPI

(2024年10月～2025年9月)
具体的な取り組み

53期実績
（2024年10月～2025年9月）

ディーセントワークの推進

安心安全な職場づくり 健康経営優良法人の維持・継続

環境の教育・啓発活動
環境e-learning受講率

95％

事業を通じた社会の発展への貢献

キャリア支援数の向上 キャリア支援をした人数の算出

気候変動への対応



53期(2024年10月～2025年9月)　マイナビグループ行動計画振り返り

・社内向けのセキュリティサービス提供 ◎

・海外を含む全子会社との情報セキュリティに関する連絡網の策定 〇

・他社CSIRTとの連携 △

・個人情報e-learning学習終了率（定量：100％） ◎

・役員向け情報セキュリティ研修の実施 ◎

・委託先監査の実施 ◎

・プライバシーセンター設置に向けた取り組み着手 〇

・コンプライアンス研修受講率100％に向けた継続的な取組の継続 ◎

・職場環境に関する定期的な調査の実施 ◎

・相談・通報ホットラインの認知率向上に向けた取組の継続 ◎

・リスク事象の積極的な収集と対策・改善の実施 ◎

・クレーム・トラブル集約（インシデントレポート）方法の改善 ◎

・リスクマネジメント研修等、啓もう施策の推進 ◎

・腐敗防止方針策定の着手 ◎

・脆弱性診断および脆弱性管理における全社設計への着手および
　未申請事業部へのアプローチ

〇

・セキュリティレビューの実施 ◎

・広告・宣伝ガイドラインに沿った適切な運用 〇

・生成AI等の新技術の適切な利活用 ◎

・求人広告審査基準・審査体制の適切な運用および的確表示 ◎

・求職者からの苦情相談窓口の設置・運用 ◎

・BCP訓練の実施（コーポレート部門、危機対応本部）、訓練結果の分析と文書
整備

◎

・事業部のBIA・リソース分析実施
（Business Impact Analysis＝ビジネスインパクト分析）

◎

・BCP規程、危機時対応マニュアルの見直し ◎

・リスク管理体制の構築に向けたBCPプロジェクトの推進・浸透 ◎

・新　IT-BCPガイドラインの刷新 〇

マテリアリティ コミットメント
53期KPI

(2024年10月～2025年9月)

適切な個人情報の管理
重大な個人情報漏洩件数　0件
プライバシーマーク維持

責任ある企業活動の実施

情報セキュリティ体制の構築
重大インシデント件数0件

ISMS維持（取得部門についてのみ）

BCP規程の社内啓蒙
自然災害・疫病・テロ等の対策拡充

リスク管理体制の拡充

製品の安全性・信頼性の確保

具体的な取り組み
アクションプランに
対する自己評価

重大インシデント件数1件
ISMS維持

広告倫理や審査体制を含めた
適切なマーケティングの実施

適切な広告コンテンツの維持
適切な募集情報の維持

取り組みを継続中

コンプライアンス・
リスクマネジメント経営の推進

コンプライアンス研修の目標受講率100%
相談・通報ホットラインの認知率向上
重大な法令違反・重大アクシデント

発生件数　0件
リスク管理体制の改善

コンプライアンス研修受講率　98.9%
「相談・通報ホットライン」の認知率　96.4%

重大な法令違反・重大アクシデント発生件数　０件

システム起因インシデント件数減少

2024年6月から、総務企画本部に紐づく形でBCP専任部署を設置し、全社BCP対応を行っている。

53期の主な取り組みは下記の通り
・BCP訓練については、コーポレート部門で1回、危機対応本部（役員を中心とした危機対応本部メンバー）で
　1回、計2回実施した。
・安否確認訓練については年4回の実施(平均回答率87.1％)と、発報基準の拡大(津波・特別警報を追加)による
　安全性向上に取り組んだ。
・BCP対策の一環であるBIAリソース分析を7部門で実施し、当初ターゲットとしていた16部門を完了させることが
　できた。その他マニュアル整備により顕在化した課題を分析し、必要な対応の見直し・変更を継続している。

※基準
◎具体的な取組みを進めており、アクションが達成している
〇具体的な取組みを進めているがまだアクションは達成できていない
△アクションプランに手を付けれていない

53期実績（2024年10月～2025年9月）
主な取組みとハイライト

53期実績
（2024年10月～2025年9月）

システム起因インシデント2件

システム起因インシデントに関して、上記記載の重大インシデントと重大な個人情報漏洩は、いずれもシステムに起因し
て発生している。

53期の主な取り組みは下記の通り
・脆弱性診断および脆弱性管理における未申請事業部へのアプローチは未着手であった。
　ただし、CSIRTイントラサイトの整備・更新を行い、Web脆弱性診断は45件実施した。
・セキュリティビューについては、53期に37件実施した。

53期において、重大な法令違反やアクシデントは発生しなかった。

53期の主な取り組みは下記の通り
・マイナビグループの全役員・従業員を対象に、e-learningシステムを活用した研修を実施するとともに、役員や
　管理職など階層別に応じた研修を継続的に実施した。
・職場環境に関する調査を継続的に行い、その結果を踏まえたフィードバック研修を管理職向けに実施した。
・「相談・通報ホットライン」について適宜、掲示・案内し、周知を行った。
・リスク事象の収集と改善については、関連部署との情報連携を進め、収集に留まらず対策と改善に踏み込む
　取り組みを行った。引き続き、収集・対策・改善を推進していく。
・クレームやトラブルの集約については、自社の情報集約ツールに統合することで、取りまとめが容易になり、改善に
　つながった。
・啓蒙活動の観点では、53期より支社でのリスクマネジメント対面研修を実施し、すでに13拠点で研修を完了した。
　また、カスタマーハラスメントに関する方針やガイドラインの制定を行い、当社のリスクとなり得る事象について
　事前に啓発活動を実施した。

重大な個人情報漏洩件数　1件
プライバシーマーク維持

53期の主な取り組みは下記の通り
・個人情報e-Learning学習については、未受講者へ追いかけ対応を積極的に行った結果、受講率100％を
　達成した。
・他社のランサムウェア攻撃を受け、役員向け情報セキュリティ研修を実施し、個人情報保護およびランサムウェアに
　関するリスクについて解説を行った。
・委託先監査の実施に関しては、継続して実施している。リスクが高そうな会社を担当する社員に直接ヒアリングを
　行っている。
・プライバシーセンター設置に向けて検討を実施したが、今期設置を見送る判断を行った。

BCP対策の整備

53期の主な取り組みは下記の通り
・社内向けセキュリティサービスの提供については、開発者以外も検知できるシステム（ASM）を追加導入した。
　さらに、開発者が脆弱性診断サービスを利用できるよう、内部向けにも提供を行った。
・海外を含む子会社対応については、まだ道半ばである。海外子会社を含む連絡網は構築済みであり、
　今後は運用体制の構築と推進を行っていく。
・他社CSIRTとの連携については、日本CSIRT協議会には参加しているものの、ワーキンググループなどには
　未参加である。54期はワーキンググループ参加を行う予定である。

全ての項目において、適切な対応を継続できている。

53期の主な取り組みは下記の通り
・広告・宣伝ガイドラインに反する事例は確認されなかった。今後、同ガイドラインや編集ガイドラインなどの
　上位概念となる情報発信方針を策定し、意識向上の取り組みを進めていく。
・求人広告審査基準については、随時見直しを行い、適切な運用と的確表示は維持した。
・苦情相談窓口の設置は完了し、求職者からの苦情相談についても適切に対応・運用されている。
・生成AIなどの新技術の適切な利活用については、開発者向けガイドラインを2025年9月に制定した。


